
11 102026.10.1
まちの行政情報誌 広報もりぐち

“私たちの税金はどう使われているのか？”
　市政の運営経費は、市民の皆さんに納めていただいた税金で、
その多くが賄われています。
　税金がどのように使われたかを知っていただくために、
令和7年度の一般会計等各会計別の決算の状況をお知らせします。

　特定の事業を行うために一般会計と分けて設置される特別会計には、国民健康保険事業会計、後期高齢者医療事業会計、
介護保険事業会計、公共用地先行取得事業会計があります。各会計の決算は以下のとおりです。

内訳

各会計別決算の状況基金残高の概要

　歳入総額は７７５億２，０５５万円で、
令和６年度と比較して約４億円増加
しています。その主な要因は、土
地売払収入の減などにより財産収
入が約24億円減少したものの、物
価高対応子育て応援手当支給事業
などにより、国庫支出金が約２６億
円増加したことや、義務教育施設
整備事業費債など、市債が約５億円
増加したことが挙げられます。

　令和７年度の基金残高総額は、令和６年度と比較して約１７億８，０００万円増加し、約２４２億２,０００万円となっており、
将来におけるさまざまな財政需要に対応できる強固な財政基盤を有しています。
　平成２８年度の約５６億３,０００万円と比べると、令和７年度では約１８５億９，０００万円増加しています。

　歳出総額は７５３億８，４４５万円で令和６年度と比
較してほぼ同額となりました。その主な要因は、
物価高騰低所得世帯支援給付金支給事業や認定こ
ども園等運営助成事業などにより、民生費が約２０
億円増加したことや、小学校および中学校の施設
整備・建設事業などにより、教育費が約１７億円増
加したことが挙げられます。　
　性質別内訳では、守口小学校施設整備事業や庭
窪コミュニティセンター整備事業などにより、普
通建設事業費が約１２億円、システム標準化移行に
伴う電子計算組織管理運営事業などにより、物件
費が約７億円増加しました。一方、昨年度に行っ
た市債の繰上償還を令和７年度は実施しなかった
ことなどにより、公債費が約１８億円減少したほか、
国民健康保険事業会計への繰出しの減などによ
り、繰出金も約１億円減少しています。

　今後も公民連携、自治体間連携、民間委託のさ
らなる推進など、行財政改革に取り組む一方で、
子育て支援や教育の充実など未来への投資や、健
康寿命の延伸に取り組むなど、将来の守口のまち
づくりや市民福祉の向上に向け、市民の皆さんに
安心いただける財政状態を保ちつつ、予算の適正
な執行と施策の充実に努めます。

性質別内訳

令和7年度
一般会計等
決算

問財政課   ℡０６－６９９2－1402

法人市民税
17億4,060万円

（2.3％）

市税合計
237億5,987万円
（30.6％）歳入総額歳入総額

775億2,055万円775億2,055万円
固定資産税

97億534万円
（12.5％）

維持補修費など
17億8,242万円

（2.4％）

人件費
61億8,974万円

（8.2％）

公債費
45億2,766万円

（6.0％）

普通建設事業費
69億907万円

（9.2％）

繰出金
50億2,328万円

（6.7％）

都市計画税・たばこ税など
40億4,266万円

（5.1％）地方交付税など
155億4,070万円

（20.1％）

分担金・使用料など
16億3,141万円

（2.1％）

国・府支出金
290億1,031万円

（37.4％）

市債
30億7,880万円

（4.0％）

その他
44億9,946万円

（5.8％） 個人市民税
82億7,127万円

（10.7％）

歳出総額
753億8,445万円753億8,445万円

市財政状況 下水道事業財政の用語解説 水道事業

会計名 歳入（Ａ） 歳出（Ｂ） 収支差引
（Ａ）－（Ｂ）=（Ｃ）

繰り越すべき財源
（Ｄ）

実質収支
（Ｃ）－（Ｄ）=（Ｅ）

一般会計 775億2,055万円 753億8,445万円 21億3,610万円 6億6,999万円 14億6,611万円

特
別
会
計

国民健康保険事業会計 137億4,289万円 135億743万円 2億3,546万円 ー 2億3,546万円

後期高齢者医療事業会計 28億5,784万円 27億3,619万円 1億2,165万円 ー 1億2,165万円

介護保険事業会計 186億3,371万円 173億7,022万円 12億6,349万円 ー 12億6,349万円

公共用地先行取得事業会計 2億8,478万円 2億8,466万円 12万円 12万円 0円

小計 355億1,922万円 338億9,850万円 16億2,072万円 12万円 16億2,060万円

合計 1,130億3,977万円 1,092億8,295万円 37億5,682万円 6億7,011万円 30億8,671万円

実質収支＝収支差引－繰り越すべき財源＝いわゆる累積黒字のこと。
各図表の数値は、端数処理の関係上、合計と一部合わない箇所があります。
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一般会計歳入

一般会計歳出

財政状況は
こちらから
チェック！

補助費等
260億8,631万円

（34.5％）

扶助費
158億2,914万円

（21.0％）

物件費
90億3,683万円

（12.0％）

目的別内訳

民生費
438億8,741万円

（58.2％）衛生費
42億3,345万円

（5.6％）

土木費
36億1,131万円

（4.8％）

教育費
76億6,767万円

（10.2％）

公債費
45億2,766万円

（6.0％）

その他
33億7,637万円

（4.5％）

総務費
80億8,058万円

（10.7％）
歳出総額

753億8,445万円753億8,445万円


